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はじめに

国土交通省と総務省の調査（２００６年４月）に

よると，全国の過疎地域にある約６万２千集落

のうち，４％強にあたる２６４１集落が高齢化など

で消滅する可能性のあることが判明したと報じ

られた１）。ところで，この調査で注目すべきこ

とは，全国を１０ブロックに区分してみると，沖

縄ブロックのみが１０年以内に消滅すると見込ま

れる４２２集落に含まれていないこと，いずれ消

滅するとされる２２１９集落のうち沖縄ブロックは

わずか２集落のみ，となっていることである。

このことは，本土集落と沖縄集落とでは過疎地

衰退傾向という点において，際立った相異が伏

在していることを物語っている。

本土集落と沖縄集落の違いについて，９０年代

前半に産業社会学部教員を中心に組織された

「移住と社会」研究会（１９９４年～１９９７年，代表

者：佐藤嘉一産業社会学部教授）に参加して，

沖縄県今帰仁村S集落を調査研究した筆者は，

次のように指摘したことがある。「高度経済成

長以降，本土農村においては若年層を主体とす

る急激な人口流出によって深刻な高齢化・過疎

化に直面し，村落それ自体の存立が危機に瀕し

ている。これに対してS部落では，９０年代以降

人口・世帯数ともに増加に転じており，また年

齢構成においても２０代層の若干の落ち込み，６０

代以上の高齢者層の若干の比率の高さがみられ

るものの，全体としては均衡のとれた年齢構成

となっている。２）」そして沖縄集落が「安定した

人口・世帯数を保持し均衡のとれた年齢構成と

なっている基本的要因は，S部落がネットワー

ク型存立形態をとっているという点にある３）」

とした。ネットワーク型存立形態とは，S集落

が戦前から海外４）・本土・県内への住民の出稼

ぎ・移住形態での頻繁な転出体験と転出先での

母村出身者の郷友会の組織化，そして母村と移
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住先出身住民との濃密な交流５），一定数の移住

民の帰村，こうして小さな集落が大きな社会的

文化的ネットワークのなかで存続していること

を表現したものである。

とはいえ，「本土復帰」（１９７２年）以降，商品

経済の浸透に伴って沖縄の急速な「本土化」が

進展し，沖縄の伝統的なゲマインシャフト的な

社会関係が「本土」と通底するようなゲゼルシ

ャフト的な社会関係に凌駕されていく傾向も，

沖縄集落の地域生活のなかに顕著に現われてい

たことも看過しえなかった。他方で，母村外の

郷友会組織のなかでは，母村での生活体験をも

つ一世から母村での生活体験のない二世・三世

へと世代交代が進行していた。このような時代

の変化のなかで沖縄集落のネットワーク型存立

形態は，これまでの即自的結合原理にのみ依拠

するだけでは，衰弱せざるをえないことが見通

しされていたのである。

国土交通省等の過疎集落消滅の危機に瀕して

いる調査結果や依然として地方から首都圏に人

口流出が進んでいるとの新聞報道６）に触発され

て，沖縄集落がその後もなお本土集落とは異な

る独自の生命力を保持しえているのか否かにつ

いて，今回は９０年代後半以降のS集落の住民・

世帯の動向に限定して住民基本台帳（①１９９６年

１０月３１日，②２００３年３月１日，③２００７年７月２

日７））の分析を手がかりにして明らかにしてみ

たい。

１．S集落の住民・世帯構成の総合的特徴

表１によると，まず住民構成では，住民総数

は１９９６年３４４人，２００３年３２５人，２００７年３１１人と減

少傾向にあり，１９９６年から２００３年にかけて１９

人，２００３年から２００７年にかけて１４人減少し，１１

年間では３３人の減少である。住民総数の平均年

齢は，１９９６年４１.８歳，２００３年４６.３歳，２００７年４９.７

歳と確実に上昇している。性別にみると，男性

では１９９６年１６９人，２００３年１６９人，２００７年１６１人と

なっており，微減にとどまっているのに対し

て，女性では１９９６年１７５人，２００３年１５６人，２００７

年１５０人と１１年間で２５人の減少であり，男性を

かなり上回る減少となっている。

次に，世帯構成をみると，世帯総数は１９９６年

１０４戸，２００３年１０８戸，２００７年１０６戸となってお

り，１９９６年から２００３年にかけて４戸増，２００３年

から２００７年では２戸減，１１年間では２戸増とな

っている。また，世帯類型８）別にみると，１９９６

年，２００３年，２００７年ごとに単独世帯２０戸，２１戸，

２０戸，同世代世帯１３戸，２０戸，１９戸，２世代世

帯５５戸，５６戸，５５戸，多世代世帯１６戸，１１戸，

１２戸となっている。１９９６年から２００７年の１１年間

で単独世帯と２世代世帯ほぼ同数，同世代世帯

増加，多世代世帯減少，という推移が示されて

いる。１世帯当たり平均人員数は，３.８人，３.０

表１ 住民・世帯の推移

２００７年２００３年１９９６年

３１１人３２５人３４４人全 数

住

民

４９.７歳４６.３歳４１.８歳平 均 年 齢

１６１人１６９人１６９人男 性

４８.８歳４５.０歳４１.４歳平 均 年 齢

１５０人１５６人１７５人女 性

５０.７歳４７.７歳４２.２歳平 均 年 齢

１０６戸１０８戸１０４戸全 数

世

帯

２０戸２１戸２０戸単 独 世 帯

１９戸２０戸１３戸同 世 代 世 帯

５５戸５６戸５５戸２ 世 代 世 帯

１２戸１１戸１６戸多 世 代 世 帯

２.９人３.０人３.３人１世帯当り平均人数

出所：沖縄県今帰仁村『住民基本台帳』
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人，２.９人と減少傾向にある。

S集落のこのような住民・世帯構成の推移を

今帰仁村全体のそれ９）と比較してみると，１９集

落からなる今帰仁村のなかでのS集落の位置が

わかる。村全体では，ちょうど１９９６年から少子

高齢化の本格的移行を示す死亡が出生を上回る

人口の自然動態に転換するが，人口増減では９０

年代後半には社会動態においても転出が転入を

上回る基調が続き減少傾向となるものの，２０００

年以降では転入が転出を上回る年が多く人口増

加傾向にある。その結果として，１９９６年９,６４７

人から２００５年９,６１３人へとわずか３４人の減少に

とどまっている。国勢調査による性別の増減に

よれば，男性１９９５年４,６７８人，２００５年４,７０８人で

３０人増，女性１９９５年４,８０８人，２００５年４,７６８人で

４０人減となっている。世帯数では，１９９５年２,９９９

戸，２０００年３,０３１戸，２００５年３,１９９戸であり，１９９５

年から２００５年にかけて２００戸の増となっている。

１世帯当たり平均人員数は１９９５年３.２人，２０００

年３.１人，２００５年３.０人である。

９０年代半ばから２０００年代半ばまでの今帰仁村

とS集落の上述のような住民・世帯構成の推移

を比較してみると，住民総数では村全体微減，

S集落減少傾向，性別では村全体男性微増，女

性微減，S集落男性微減，女性かなりの減少，

世帯数では村全体増加傾向，S集落微増，１世

帯当たり平均人員数では村全体とS集落とも同

じような減少傾向，であった。こうしてみてく

ると，今帰仁村のなかでのS集落の住民・世帯

構成の動向について，住民数の減少傾向でS集

落がやや顕著であるものの，他の諸指標ではほ

ぼ同傾向にあるとみてさしつかえないであろ

う。

以上のような住民・世帯構成の動向を前提

に，S集落が生命力を維持しえるかどうかを判

断する重要な指標に住民の年代別構成の推移が

ある。表２のとおり，就学前の６歳未満と義務

教育就学期の６～１５歳未満の割合は，それぞれ

１９９６年４.４％，１３.４％，２００３年１.８％，９.２％，２００７

年２.３％，５.８％，と顕著な減少傾向にある。し

かし，６５歳以上の高齢化率は１９９６年２５.６％，

２００３年２５.２％，２００７年２６.０％と，高い割合を占

めているとはいえ，その上昇率は２００３年に０.４

ポイント下がり，２００７年でまた高まるとはいえ

１９９６年からの上昇率はわずか０.４ポイントに過

ぎない。この上昇率は国勢調査の全国・沖縄県

郡部１０）と比較しても極めて低いものとなって

いる。就学前・義務教育就学期の低年齢層の顕

著な減少傾向，高齢化率の同水準維持というこ

とは，労働力人口に該当する１５～４０歳未満の

若・中年層と４０～６５歳未満の壮年層の割合の大

きさを意味する。実際，両者を合わせると，

１９９６年５６.７％，２００３年６３.７％，２００７年６６.０％と１１

年間で９.３ポイントも上昇率が上がっている。

年代別住民構成のこのような推移は，S集落が

９０年代半ばから２０００年半ばにかけて高い活力を

表２ 年代別・性別住民構成の推移

合 計７５才以上６５～７５才未満４０～６５才未満１５～４０才未満６～１５才未満６才未満

％計女男％計女男％計女男％計女男％計女男％計女男％計女男

１００.０３４４１７５１６９１１.６４０２３１７１４.０４８２６２２３０.５１０５４８５７２６.２９０５１３９１３.４４６１９２７４.４１５８７１９９６年

１００.０３２５１５６１６９１４.４４７３０１７１０.７３５１６１９３９.１１２７５４７３２４.６８０３９４１９.２３０１６１４１.８６１５２００３年

１００.０３１１１５０１６１１９.６６１３６２５６.４２０１０１０４１.２１２８５５７３２４.８７７３４４３５.８１８１１７２.３７４３２００７年

出所：表１と同じ
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維持してきたことが想定される。年代別住民構

成の推移が可視的に理解されやすくするため

に，図１，２を作成した。

２．S集落における世帯類型の構成

１）世帯の姓名分布の推移

沖縄には，門中という父系親族組織があり，

共通の祖先，家譜や始祖の墓および門中墓の共

有，清明祭に代表される定期的な祖先祭祀，な

どを通じて同族的認識を共有する門中集団が形

成されている。門中には親族集団，墓集団，祭

祀集団があって，それぞれで結合のレベル差が

あり，上位門中の祭祀集団では範域的には集落

を越え結合は緩やかで，下位分節門中の親族集

団や墓集団において範域的に集落内に分布し結

合は固いとされている１１）。S集落においても，

宗家１２）を有する３門中があり，他集落に宗家

のある１１門はS集落の３門中のいずれかの門中

の同門になっているものもあるようだ１３）。した

がって，S集落の世帯の大半はこのような門中

集団のいずれかに所属しており，多くの住民が

所属門中集団への同族的認識を共有しているこ

とを想起させる。そのひとつの指標が姓名の共

有であろう。

表３をみると，やはり宗家である姓名Um，

Ys，Skと同姓の世帯数が上位を占めている。

また，複数の姓名を共有する世帯は，１９９６年

１０６姓名中，９７姓名（９１.６％），２００３年１１１姓名

中，９９姓名（８９.２％），２００７年１０８姓名中，９３姓

名（８６.１％），とわずかながらその占める比率が

下がっているとはいえ，９割近い圧倒的多数を

図１ 年代別・性別住民構成の推移
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出所：表１と同じ
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維持している。１姓名のみの実数は，１９９６年９

戸，２００３年１２戸，２００７年１５戸，と着実に増加し

ているが，その増加がそのままS集落の地縁・

血縁とまったく無縁の新住民の転入を意味して

いるわけではない。なぜなら，S集落で生まれ

育った女性が進学・就職などで集落外に転出

し，結婚後家族と共にS集落に転入してくる場

合も想定しうるからである。

２）世帯類型の全国，沖縄県，S集落比較

住民基本台帳は，個人を単位とする住民票を

世帯ごとに編成して作成されている。住民票の

記載事項は，①氏名，②出生の年月日，③男女

の別，④続柄，⑤住所，などが住民基本台帳法

第７条で決められている。社会の基礎単位であ

った家族は，商品経済が発展するに連れて家族

機能の外部化による限りない縮小傾向，家族関

係の希薄化をはじめとする顕著な変容，家族規

模の縮減，それらの帰結として家族問題の噴

出・家族解体に直面してその内実が現在大きく

変質しつつあるのではなかろうか。このような

現代家族の変貌をふまえると，住民基本台帳を

利用できれば，社会生活上の基礎単位を居住と

生計を共にする世帯に設定することで，特定地

域において現に生活している住民の基本的動向

の把握という意味での地域社会盛衰の実態分析

にとって極めて有効となる。

表４は，世帯類型をさらに世帯主の年齢を指

表３ 世帯の姓名分布の推移

２００７年２００３年１９９６年

実数姓名実数姓名実数姓名

１７戸Um１７戸Um１５戸Um
１３Ys１４Ys１４Ys
１０Ym９Kj９Os
８Kj９Ym８Kj
７Os８Os７Ym
６Sk６Tr７Tr
６Ti６Sk６Sk
５Ns６Ti６Ti
４Tr５Ns５Ns
３Nr３Nm４Nm
２Nm３Nr３Nr
２Ky３Ky３Ky
２Sf２Sf２Sf
２Ih２Ih２Ih
２Ms２Ms２Ms
２Mm２Mm２Mm
２Ts２Ts２Ts
１５１姓１２１姓９１姓
１０８計１１１計１０６計

出所：表１と同じ
注．別姓の同居世帯が，１９９６年２戸，

２００３年３戸，２００７年２戸存在する

表４ 世帯類型別年代別世帯の推移

２００７年２００３年１９９６年

％戸数％戸数％戸数

－－０.９１１.９２若年期
単
独
世
帯

８.５９７.４８３.８４壮年期
１０.４１１１１.１１２１３.８１４高齢期
１８.９２０１９.４２１１９.２２０計

－－－－－－若年期同
世
代
世
帯

１１.３１２９.２１０－－壮年期
６.６７８.２１０１２.５１３高齢期
１７.９１９１８.５２０１２.５１３計

２.８３１.８２７.７８若年期２
世
代
世
帯

３１.１３３３２.４３５２９.８３１壮年期
１７.９１９１７.６１９１５.４１６高齢期
５１.９５５５１.９５６５２.９５５計

０.９１－－１.０１若年期多
世
代
世
帯

８.５９６.５７１０.６１１壮年期
１.９２３.７４３.８４高齢期
１１.３１２１０.２１１１５.４１６計

３.８４２.８３１０.６１１若年期
全

体

５９.４６３５５.６６０４４.２４６壮年期
３６.８３９４１.６４５４５.２４７高齢期
１００.０１０６１００.０１０８１００.０１０４計

出所：表１と同じ
注．世帯主年齢が３９歳以下を若年期，４０～６４歳を

壮年期，６５歳以上を高齢期とした
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標に年代別に分類して，３時点（１９９６年，２００３

年，２００７年）の推移を示したものである。これ

を国勢調査の世帯の家族類型（２２区分）別を世

代別類型に組み替えた表５と比較してみると，

S集落の特徴がわかる。９０年代半ばでは，まず

全国との比較において単独世帯と同世代世帯で

S集落の構成比が低く，２世代世帯と多世代世

帯で高くなっている。即ち，全国では世帯規模

の縮小が著しく進行しているのに対して，S集

落ではそれほどでもない。確かに，９０年代半ば

から２０００年代初頭そして２０００年代半ばへと，全

国，沖縄県，S集落とも世帯規模の縮小傾向が

みられるが，世代別世帯類型の構成比の変化に

はそれぞれの特徴が示されている。S集落と今

帰仁村は上述したとおり構成比とその推移は基

本的に類似している。即ち，沖縄農村部の世代

別世帯類型の特徴を示しているのであろう。と

ころが，沖縄県のそれは，全国比で単独世帯：

全国同様高い構成比と高い上昇率，同世代世

帯：全国よりも低い構成比と停滞基調の上昇

率，２世代世帯：全国よりも高い構成比と顕著

な低下率，多世代世帯：全国よりも低い構成比

と低い低下率という特徴を示している。沖縄県

全体としては都市部の世帯類型構成を示してい

るものの，同世代世帯の全国と今帰仁村よりも

低い構成比などは全国よりも数テンポ遅れた都

市化の影響が反映しているのであろうか。

３）S集落の世帯類型の年代別推移

以上のようなS集落と全国・沖縄県の世帯類

型との比較をふまえて，S集落に立ち入ってみ

ていこう。１９９６年においては，単独世帯２０戸・

１９.２％（若年期２戸・１.９％，壮年期４戸・３.８％，

高齢期１４戸・１３.８％），同世代世帯１３戸・１２.５％

表５ 国勢調査の組替えによる世代別世帯類型構成の推移 （数字は％）

２００５年２０００年１９９５年

今帰仁村沖縄県全国今帰仁村沖縄県全国今帰仁村沖縄県全国

１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０１００.０総 数

２５.０２９.３３０.８２４.０２６.１２８.８２３.６２３.５２６.８１．単独世帯

１７.５１４.６２０.５１７.８１４.０１９.８１８.３１３.１１８.２２．同世代世帯・夫婦のみの世帯

３７.５３８.０３１.３３８.９４２.０３３.４３８.９４４.６３５.９１）夫婦と子供から成る世帯
３
．
２
世
代
世
帯

２.２２.０１.３２.１１.２１.２１.２１.８１.２２）男親と子供から成る世帯
１１.７１１.８７.５９.８１１.６６.９９.６１０.８６.３３）女親と子供から成る世帯
０.５０.２０.５０.４０.２０.５０.５０.２０.５４）夫婦と両親から成る世帯

１.４０.８１.６１.３０.８１.６１.３０.８１.５５）夫婦とひとり親から成る
世帯

５２.３５２.８４２.２５２.５５５.８４３.５５１.５５８.２４５.４小 計

１.１０.８２.５１.６１.１３.２１.７１.５４.１１）夫婦，子供と両親から成
る世帯

４
．
多
世
代
世
帯

３.２２.４３.９４.１３.０４.７４.８３.８５.６２）夫婦，子供とひとり親か
ら成る世帯

４.３３.２６.４５.７４.１７.９６.５５.３９.７小 計

出所：国勢調査
注１．国勢調査の世帯の家族類型（２２区分）別を世代別世帯類型に組替えている。

２．親族世帯のうち，ここに掲載している世帯以外のその他の世帯と非親族世帯は除外している。
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（若年期・壮年期０戸・０％，高齢期１３戸・

１２.５％），２世代世帯５５戸・５２.９％（若年期８

戸・７.７％，壮年期３１戸・２９.８％，高齢期１６戸・

１５.４％），多世代世帯１６戸・１５.４％（若年期１

戸・１.０％，壮年期１１戸・１０.６％，高齢期４戸・

３.８％）である。この世帯類型構成は，単独世帯

では２割近くを占めるが，都市部で単独世帯の

比重が高い理由としての進学・就職などで親元

からの別居あるいは晩婚・未婚・離婚などでの

若・中年単独世帯が少なく，加齢に比例して子

供が独立して別居，次に配偶者と死別して単独

世帯となる高齢期が多数を占め，子どもが独

立・他出したと想定できる高齢期夫婦の同世代

世帯１割強，核家族と想定される２世代世帯が

５割強（その標準的世帯の壮年期世帯が３割

弱），直系家族と想定される多世代世帯が１.５

割，であり，農村部の集落の世帯構成としては

地域生活を維持していく上で均衡のとれたもの

であるようにみえる。

次に，２００３年，２００７年へと構成比の推移を

みよう。単独世帯（２００３年：２１戸・１９.４％，

２００７年：２０戸・１８.９％），同世代世帯（２００３年：

２０戸・１８.５％，２００７年：１９戸・１７.９％），２世代

世帯（２００３年：５６戸・５１.９％，２００７年：５５戸・

５１.９％），多世代世帯（２００３年：１１戸・１０.２％，

２００７年：１２戸・１１.３％）となっている。まずこ

こで最初に確認すべきことは，全国で単独世帯

と同世代（夫婦のみの世帯）合わせると１９９５年

４５.０％が２００５年５１.３％へと半数を超えたという

ことである。つまり社会の基礎単位が家族から

世帯へ，さらに世帯から個人へ移行しつつある

象徴的指標を示している。こうした全国動向に

対して，S集落では，同世代世帯が１９９６年１３戸

から２００３年２０戸へ増加，多世代世帯が１９９６年１６

戸から２００３年１１戸へと減少，が目立つものの世

帯類型の構成比は緩やかに変化している。核家

族や直系家族の形態を維持している２世代世帯

と多世代世帯合わせると，１９９６年６８.３％から

２００７年６３.２％へとその比率は低下してはいるも

のの６割を超えている。

以上のように世帯類型の変化自体の推移は緩

やかであるが，各類型ごとの年代別構成の推移

に眼を転じると，注目すべき変化に遭遇する。

単独世帯では，先に指摘したように１９９６年に

おいて高齢期が２０戸のうち１４戸と多数を占めて

いたが，２００３年１２戸，２００７年１１戸と減少し，特

に壮年期が２００３年８戸，２００７年９戸へと増えて

いる。また，同世代世帯では，１９９６年には高齢

期のみで１３戸であったものが，２００３年１０戸，

２００７年７戸へと減少し，逆に壮年期が１０戸，１２

戸と増加している。２世代世帯では，低年齢の

子どもを養育する若年期が１９９６年８戸から２００３

年２戸，２００７年３戸へと大きく減少している。

さらに本来独立するはずの年齢の子供が未婚の

ままで同居している高齢期が１９９６年１６戸

（１５.４％）と多く，２００３年で１９戸（１７.６％）と増

え，２００７年には１９戸（１７.９％）へと高比率を維

持している。多世代世帯では，全体として実

数・構成比とも減少・低下基調のなかで高齢期

世帯の減少と壮年期世帯の相対的比重の高まり

がある。

世帯類型ごとのこのような年代別構成の変化

は，世帯全体としては若年期世帯と高齢期世帯

の減少と壮年期世帯の増加ではあるが，各世帯

類型ごとにさらに一層具体的な変化が発生して

いることを想起させる。
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３．各世帯類型の動態

１）単独世帯の動態

単独世帯の動向を１９９６年，２００３年，２００７年の

３時点を通して観察すると，実にめまぐるしく

動いていることがわかる。３時点すべてに住民

基本台帳に記載されている場合では，A．３時

点とも単独世帯で推移，B．ある時点では親

子・兄弟など親族と同居していてその前後で単

独世帯化，C．ある時点で夫と子供と同居して

いたが次の時点で単独世帯化，のケースがあ

る。３時点のうちある時点で住民基本台帳に記

載されていない場合では，A．記載されなくな

った時点と当事者の年齢から推測して，死亡・

入院・施設入所と想定できる，B．S集落外へ

転出したと想定できる，C．他地域からS集落

に転入してきたと想定できる，のケースがあ

る。

表６は，住民基本台帳の３時点において単独

世帯として記載されているケースのみを性別・

年代別に集計したものである。これをみると，

男性単独世帯と女性単独世帯には大きな違いが

あることがわかる。男性単独世帯の場合，１９９６

年８戸，２００３年１２戸，２００７年１２戸と増加傾向に

あるにもかかわらず，年代別には壮年期世帯が

増加しており，高齢期世帯は必ずしも増加して

いるとはいえない。つまり，男性単独世帯で

は，壮年期段階で同居親族との分離あるいは頻

繁な転出・転入（１１年間でやや転入が上回る），

女性単独世帯に比べて後期高齢期世帯の年齢の

低さが際立つ。因みに，２００７年男性後期高齢期

単独世帯の年齢は８０歳，７８歳２名である。

女性単独世帯の場合，１９９６年１２戸，２００３年９

戸，２００７年８戸と男性単独世帯と対照的に減少

傾向であり，年代別には確実に高齢化が進行し

ており２００７年では８戸中７戸が後期高齢期世帯

である。因みに，女性後期高齢期単独世帯の年

齢は９０歳以上が４名となっている。女性単独世

帯では，転出，同居者との別居，親族との同居

のケースもみられるが，転入はなく，３時点と

も単独世帯が５ケースもある。男性単独世帯に

比して，女性単独世帯は長期安定パターンを示

している。

２）同世代世帯の動態

表７は，同世代世帯の世帯類型別年代別推移

をみたものである。ここでは，１９９６年とそれ以

降の時点で明確な違いが生じている。即ち，

１９９６年時点では，同世代世帯１３戸のすべてが夫

と妻のみの同居の夫婦世帯でかつ前期高齢期世

帯５戸，後期高齢期世帯８戸とすべて高齢期世

帯であった。ところが，２００３年になると，まず

同世代世帯数が２０戸とかなり増加したこと，

表６ 単独世帯の性別・年代別推移

２００７年２００３年１９９６年

計後 期
高齢期

前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期

１２戸３１８－１２戸２２７１８戸－３４１男性世帯
８７－１－９６２１－１２７４－１女性世帯
２０１０１９－２１８４８１２０７７４２計

出所：表１と同じ
注．若年期は３９歳以下，壮年期４０～６４歳，前期高齢期６５～７４歳，後期高齢期７５歳以上とする。
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１９９６年には存在しなかった壮年期夫婦世帯が一

気に８戸と新たに登場したこと，さらにこれも

１９９６年にみらなかったその他世帯（すべて兄弟

同居世帯）が３戸登場したことである。２００７年

には同世代世帯全数は２００３年よりも１戸減って

いるものの壮年期世帯が１２戸と２００３年よりもさ

らに若い同世代世帯の割合が増した。

１９９６年と２００３年以降のこのような違いの直接

的な理由としては，１９９６年までは子供が学校卒

業後結婚他出する一定年齢まで両親と同居して

いたのが，２００３年以降は子供の進学・就職で他

出するケースの増加が考えられる。また，住民

基本台帳で確認できるケースとして同居してい

た親の消去（死去・入院・福祉施設入所などが

想定できる）もある。さらに，その他世帯の登

場は，１９９６年に高齢の片親と兄弟が同居してい

たのに，２００３年では兄弟のみになっているとい

う事情である。

３）２世代世帯の動態

表８は，２世代世帯の家族類型別年代別推移

をみたものである。２世代世帯という場合，通

常その大半を占めるのは，近代小家族の典型と

される夫婦と未婚の子供から成る核家族世帯と

想定されていた。表８をみると，核家族世帯が

２世代世帯のなかで１９９６年３９戸・７０.９％，２００３

年４２戸・７５.０％，２００７年４０戸・７４.１％，と７ 割

を超え多数を占めている。ところが，年代別に

みると，若年期世帯が１９９６年８戸から２００３年３

戸へと大きく減少している。この２００３年と２００７

表７ 同世代世帯の世帯類型別・年代別推移

２００７年２００３年１９９６年

計後 期
高齢期

前 期
高齢期壮年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期

１６戸５２９１７戸６３８１３戸８５－夫 婦 世 帯

３－－３３－１２－－－－その他世帯

１９５２１２２０６４１０１３８５－計

出所：表１と同じ
注１．世帯主の年齢が壮年期は４０～６５才未満，前期高齢期は６５～７５才未満，後期高齢期は７５才以上

とする。
２．４０才未満世帯は存在しない。

表８ ２世代世帯の家族類型別年代別推移

２００７年２００３年１９９６年年
年代

家族類型 計後 期
高齢期

前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期

４０戸１２２２３３４２戸５７２７３３９戸３６２２８夫婦と未婚子
４１１２－４－２２－６－１５－親 と 夫 婦
－－－－－３－１２－６１２３－父 子
１０１－９－６１－５－３－１１１母 子
１－１－－１－－１－１－－１－そ の 他
５５１４４３４３５６６１０３７３５５４１０３２９計

出所：表１と同じ
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年の若年期世帯３戸はそれぞれS集落外からの

２戸の転入によって維持されている。逆に，高

齢期世帯が１９９６年９戸，２００３年１２戸，２００７年１４

戸，と確実に増加している。２００７年では後期高

齢期世帯が１２戸となっており，その世帯での未

婚子の年齢は４０代から６０代にかけての高齢にな

っている。

親と世帯主夫婦世帯では，１９９６年６戸，２００３

年４戸，２００７年４戸，と減少傾向である。親の

加齢とともに物故者になる可能性が高まること

の結果であろう。２００７年時点で後期高齢者世帯

が１００歳を超える親と同居しているケースもみ

られる。父子世帯では，１９９６年６戸から２００３年

３戸に減少し，２００７年には皆無となる。父子世

帯の場合，子供が独立・別居し，単独世帯とな

るケースが多くみられ，一定年齢以上になると

住民基本台帳に記載されなくなるケースも見受

けられる。母子世帯では，１９９６年３戸，２００３年

６戸，２００７年１０戸，と激増である。母子世帯に

なるケースには次のような３パターンに分けら

れる。A．核家族形態から夫が先立ちそのまま

母子世帯となる。B．若年期に夫と死・離別し

て妻が子供を引き取り母子世帯となる。C．子

供が独立して夫婦世帯段階から夫が先立ち一度

は妻の女性単独世帯となるが，一定年齢になる

と子供と同居する，D．息子家族と同居してい

たが息子が離婚して息子とのみ同居する。３時

点の合計１９ケースの各パターン分布は，Aパタ

ーン９戸，Bパターン６戸，Cパターン４戸，D

パターン１戸であった。

４）多世代世帯の動態

表９は，多世代世帯の家族類型別年代別推移

をみたものである。これによると，直系家族世

帯が１９９６年１５戸，２００３年９戸，２００７年９戸と

１９９６年から２００３年にかけて大きく減少してい

る。姻系家族世帯は１９９６年１戸，２００３年２戸，

２００７年３戸と増加傾向である。このような各時

点での実数は次のような世帯類型の変動の結果

である。１９９６年の直系家族世帯１５戸のうち２００３

年には同じく直系家族世帯のままであったのが

７戸，親がなんらかの事情で住民基本台帳から

消えて多世代世帯でなくなった世帯が７戸，親

世帯に息子家族が転入・同居２戸，多世代世帯

として転入が１戸，である。姻系世帯では１９９６

年１戸が２００３年に継続に加えて新たに親世帯に

娘夫婦家族が転入・同居１戸となる。２００７年に

は２００３年からの継続・直系家族世帯６戸，姻系

家族世帯２戸で，転出によって直系家族世帯で

なくなった世帯３戸，直系家族世帯自体が転出

表９ 多世代世帯の家族類型別年代別推移

２００７年２００３年１９９６年

計後 期
高齢期

前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期計後 期

高齢期
前 期
高齢期壮年期若年期

９戸－１８－９戸－１８－１５戸－１１４－直系家族世帯

３－－３－２－－２－１－－－１姻系家族世帯

１２－１１１－１１－１１０－１６－１１４１計

出所：表１と同じ
注．直系家族世帯とは，男子が結婚後も親と同居している世帯のこと。姻系家族世帯とは，女子が結婚後，夫の姓

のまま，家族員と一緒に親と同居している世帯のこと。
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１戸，子供家族世帯が転入・親同居と同居で多

世代世帯になったのが直系家族世帯３戸，姻系

家族世帯１戸である。多世代世帯は減少傾向に

あるとはいえ，このように，世帯員の様々な動

態によって推移していることがわかる。３時点

を通して多世代世帯を継続しているのは，わず

か４戸にしか過ぎない。

４．転入・転出者などの推移

これまでS集落の住民・世帯構成の基本動向

と各世帯類型の推移をみてきたが，その全体像

はS集落の自然動態と社会動態の動向によって

明らかになる。ここでは，世帯についていくつ

かの指標から分析してきたので，個人単位と世

帯単位での転入・転出を区分して表１０，表１１を

作表した。まず，自然動態からみると，１９９６年

表１０ 転入・転出者および死亡・入院・施設入所者の推移

死亡・入院・施設入所者転出者転入者

計９０歳
以上

７５～
８９歳

６５～
７４歳計４０～

６４歳
２０～
３９歳

１９歳
以下計その他単独

世帯
親単独
世 帯

両親
世帯

人
１２２５５

人
１７１５１１

人
１０２４１３１９９６年から

２００３年まで
男

性 ５－３２１８２５１１５－１２２２００３年から
２００７年まで

１２３６３２５５８１２３１－－２１９９６年から
２００３年まで

女

性 ４１２１１８２１２４３－－－３２００３年から
２００７年まで

２４５１１８４２６１３２３１３３４１５１９９６年から
２００３年まで

男
性
・
女
性

計
９１５３３６４１７１５８－１２５２００３年から

２００７年まで

出所：表１と同じ
注１．転入者の内訳は，次のとおりである。転入者の転入先が両親の場合，両親世帯，片親単独世帯

の場合親単独世帯，転入者が単独の場合単独世帯とする。
２．６５歳以上で住民基本台帳に不記載の場合を死亡・入院・施設入所者と想定した。

表１１ 世帯単位での転入・転出の推移

世帯員数転 出
世帯数世帯員の年代別性別構成転入先の同居世帯

女男
計６５歳以上４０～６５歳１５～３９歳１４歳以下

計両親
世帯

親単独
世 帯なし

女男女男女男女男女男
人

－－
戸

－
人

２１２２１－９９７９４４
戸

１１１２８１９９６年から
２００３年まで

２６２１１１０－－４３４５３２１９１２４２００３年から
２００７年まで

出所：表１と同じ
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から２００７年までの１１年間のS集落での出生数は

わずか７人である。表１０によれば，同期間での

死亡・入院・施設入所数は３３人であり，この人

数の大半が死亡と推定すれば，S集落は明らか

に自然動態のみでは人口減少傾向に突入してい

る。また個人単位での社会動態では，転入２１

人・転出７８人と転出が転入をはるかに上回って

いる。

ところが，表１１に示されているように，世帯

単位での転入・転出では，圧倒的に転入が転出

を上回っているのである。先の各世帯類型でみ

てきたとおり，親が高齢化して自立的生活が困

難になると，子供世帯が帰村するというパター

ンが途絶えていないことが示されているのでは

なかろうか。

おわりに

１９９６年，２００３年，２００７年の住民基本台帳の分

析を中軸に据えて，S集落の住民・世帯構成の

基本動向について，検討してきた。その結果，

次のようなことが明らかになった。人口の自然

動態では死亡が出生をはるかに上回る人口の自

然減傾向，社会動態においても個人単位では若

年者層を中心に１９９６年から２００７年の１１年間で転

入者の３.７倍を越える転出者によって明確な人

口減少傾向が示されていた。にもかかわらず，

国勢調査（２００５年）によれば全国では単独世帯

と夫婦のみ家族世帯で５割を超え，家族の極度

な縮小に直面しているのに対して，S集落では

人口減少（１１年間で３３人減）がやや目立つもの

の，世帯構成（単独世帯と同世代世帯２割弱，

２世代世帯５割，多世代世帯１割強）は地域生

活の営みにとって均衡のとれたものになってい

る。しかもその世帯構成変化は１１年間でゆるや

かである。

地域活力を伏在させていることを想起させる

ようなS集落の住民・世帯構成を維持させてい

る最大の理由は，本土過疎地域ではまったく見

られない世帯単位で他地域から一定数の転入，

所謂Uターンの実現によるものであろう。この

転入世帯の大半は，もともとS集落出身者であ

り他地域で生活していても常にS集落と地縁・

血縁的関係を維持しており，そのようなゲマイ

ンシャフト的社会関係のなかでなんらかの事情

が契機となって帰村しているのである。９０年代

半ばまでのわれわれの調査研究によれば，本土

復帰以降の急速な商品経済の浸透によって，９０

年代半ば以降ゲマインシャフト的社会関係はゲ

ゼルシャフト的関係に凌駕されてしまい，S集

落の空間的に大きくかつ強固な社会関係を保持

するネットワーク型存立形態が崩れることを危

惧していたが，今回の住民・世帯動向分析は，

S集落のネットワーク型存立形態が機能してい

ることを示している。
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Abstract:TheresearchwehaveconductedtodateshowsthatvillagesinOkinawaaredistinctin

communitystructurefromruralareasinmainlandJapan.However,ithasbeenpredictedthata

radicalchange-rapidassimilationintothemainland-maybeseeninthecommunitystructureof

Okinawanvillagesduetotherapidspreadofthecommodityeconomyfrom themainland.

Therefore,weconductedananalysisoftrendsinresidents/householdsinVillage“S”inOkinawa

usingdatafor1996,2003and2007fromtheBasicResidentRegister.Theresultsconfirmedthata

basicnetwork-orientedcommunityhasbeenmaintained,whichcanlargelybeattributedtothe

realizationof“U-turn”:atendencyforpeoplewhohaveworkedinotherareastoreturntotheir

hometowns.

Keywords:Village“S,”network-orientedcommunity,BasicResidentRegister,typologyof

households,U-turn
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